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	特記事項
	専用水道の場合、確認申請前の設置の相談受付からの指導等を含めると、通常半年から1年の期間が必要。（大阪府環境衛生課より聞き取り）
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大阪府特設水道条例　
(水質基準)
第三条　特設水道により供給される水は、次に掲げる要件を備えるものでなければならない。
一　病原生物に汚染され、又は病原生物に汚染されたことを疑わせるような生物若しくは物質を含むものでないこと。
二　シアン、水銀その他の有毒物質を含まないこと。
三　銅、鉄、弗素、フェノールその他の物質をその許容量を超えて含まないこと。
四　異常な酸性又はアルカリ性を呈しないこと。
五　異常な臭味がないこと。ただし、消毒による臭味を除く。
六　外観は、ほとんど無色透明であること。
2　前項各号の基準について必要な事項は、規則で定める
(施設基準)
第四条　特設水道は、原水の質及び量、地理的条件、当該特設水道の形態等に応じ、取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設、配水施設及び給水施設の全部又は一部を有すべきものとし、その各施設は、次に掲げる基準に適合しなければならない。
一　取水施設は、できるだけ良質の原水を必要量取り入れることができるものであること。
二　貯水施設は、渇水時においても必要量の原水を供給するのに必要な貯水能力を有すること。
三　導水施設は、必要量の原水を送るのに必要なポンプ、導水管その他の設備を有すること。
四　浄水施設は、原水の質及び量に応じて、前条の規定による水質基準に適合する必要量の浄水を得るのに必要な沈殿池、ろ過池その他の設備を有し、かつ、消毒設備を備えていること。
五　送水施設は、必要量の浄水を送るのに必要なポンプ、送水管その他の設備を有すること。
六　配水施設は、必要量の浄水を一定以上の圧力で連続して供給するのに必要な配水池、ポンプ、配水管その他の設備を有すること。
七　給水施設は、その構造及び材質が、規則で定める基準に適合するものであること。
 (確認)
第五条　特設水道の布設工事をしようとする者は、その工事に着手する前に、当該工事の設計が前条各号に掲げる基準に適合するものであることについて、知事の確認を受けなければならない。
2　前項の確認の申請をするには、申請書に、規則で定める書類及び図面を添えて、知事に提出しなければならない。
3　知事は、前項の申請を受理した場合において、当該工事の設計が前条各号に掲げる基準に適合することを確認したときは、申請者にその旨を通知し、適合しないと認めたとき又は申請書の添付書類によっては適合するかしないかを判断することができないときは、その適合しない点を指摘し、又はその判断することができない理由を付して、申請者にその旨を通知しなければならない。
4　前項の規定による通知は、第二項の申請を受理した日から起算して三十日以内に、書面をもってしなければならない。
(改善の指示)
第十二条　知事は、水道施設が第四条各号に掲げる基準に適合しなくなったと認めるときは、当該水道施設に係る設置者に対し、期限を定めて、当該水道施設を改善すべきことを指示することができる。
 (給水の停止命令)
第十三条　知事は、設置者が前条の規定による指示に従わない場合において、給水を継続させることが当該特設水道の利用者の利益を阻害すると認めるときは、その指示に係る事項を履行するまでの間、給水を停止すべきことを命ずることができる。
